
　

１　企業規模別

組合数 今年額 前年額 対前年(%) 組合数 今年額 前年額 平均賃金 対前年(%) 支給月数 平均年齢

41 846,114 829,304 102.0 41 813,454 800,800 316,409 101.6 2.57 40.8

41 688,308 662,356 103.9 41 620,077 612,200 283,950 101.3 2.18 41.1

16 609,576 615,815 99.0 16 554,443 567,564 270,992 97.7 2.05 39.9

25 867,557 848,657 102.2 25 836,934 821,943 320,526 101.8 2.61 40.9

（注） １．　３００人以上・未満の欄は加重平均により集計

　 ２．　加重平均は労働組合員１人あたりの平均であり、単純平均は労働組合１組合あたりの平均である

　 ３．　前年額は、今回集計を行った組合の前年額であるため、昨年公表した最終結果とは一致しない

２　地域別

組合数 今年額 前年額 対前年(%) 組合数 今年額 前年額 平均賃金 対前年(%) 支給月数

41 846,114 829,304 102.0 41 813,454 800,800 316,409 101.6 2.57 188

8 619,619 629,050 98.5 8 600,217 595,120 310,154 100.9 1.94 19

5 625,665 620,734 100.8 5 607,734 597,216 289,846 101.8 2.10 7

9 974,927 856,105 113.9 9 902,906 819,396 313,913 110.2 2.88 37

7 888,295 895,310 99.2 7 860,258 874,640 319,976 98.4 2.69 42

9 743,617 740,976 100.4 9 694,864 699,574 305,815 99.3 2.27 40

3 1,041,872 1,000,086 104.2 3 1,064,507 968,806 353,172 109.9 3.01 42

0        -        -    - 0        -        -        -    -    - 1

（注） 組合員数による加重平均で集計

令和７年　夏季一時金要求・妥結状況調査（第１回集計）

産業労働部労働政策課

妥結要求

令和７年６月末現在

区分

調査対象
組合

要求 妥結

柳 井

計（加重平均）

計（単純平均）

萩 ・ 長 門

山 口 ・ 防 府

周 南

宇 部 ・ 小 野 田

下 関

３００人未満

３００人以上

計

岩 国

区分



３　産業別

組合数 今年額 前年額
対前年

(%)
組合数 今年額 前年額

対前年
(%)

支給月数

41 846,114 829,304 102.0 41 813,454 800,800 101.6 2.57 188

26 890,610 874,202 101.9 26 873,599 857,874 101.8 2.69 99

0        -        -    - 0        -        -    -    - 6

0        -        -    - 0        -        -    -    - 0

1        X        X    X 1        X        X    X    X 2

2 719,569 780,681 92.2 2 651,851 711,869 91.6 2.28 5

4 742,191 739,563 100.4 4 762,997 732,552 104.2 2.33 26

2 774,553 584,095 132.6 2 713,713 550,062 129.8 2.41 4

1        X        X    X 1        X        X    X    X 2

2 425,070 499,014 85.2 2 395,775 438,169 90.3 1.78 8

4 644,472 660,000 97.6 4 603,480 613,333 98.4 2.01 11

0        -        -    - 0        -        -    -    - 2

3 698,993 673,733 103.7 3 567,411 519,231 109.3 2.11 6

1        X        X    X 1        X        X    X    X 9

2 747,085 708,622 105.4 2 684,131 675,217 101.3 2.22 7

4 1,002,700 969,992 103.4 4 996,190 969,437 102.8 2.93 11

0        -        -    - 0        -        -    -    - 0

1        X        X    X 1        X        X    X    X 3

0        -        -    - 0        -        -    -    - 2

0        -        -    - 0        -        -    -    - 2

9 652,257 629,751 103.6 9 515,451 517,835 99.5 1.89 27

2 568,413 560,721 101.4 2 569,927 570,096 100.0 2.14 25

0        -        -    - 0        -        -    -    - 4

0        -        -    - 0        -        -    -    - 1

0        -        -    - 0        -        -    -    - 1

1        X        X    X 1        X        X    X    X 1

2 599,161 599,034 100.0 2 599,161 599,034 100.0 2.02 14

0        -        -    - 0        -        -    -    - 9

１．　組合員数による加重平均で集計

２．　前年額は、今回集計した組合の前年額であるため、昨年の最終集計結果とは一致しない

３．　電気機器・電子部品等は、電気機械器具、情報通信機械器具、電子部品・デバイスの各製造業の合算

計 ３００人未満 ３００人以上 前年

3 2 1 5

3 3 0 4

2 1 1 8

5 2 3 13

5 2 3 15

8 1 7 15

5 4 1 9

4 1 3 10

3 0 3 3

3 0 3 12

0 0 0 0

41 16 25 94

宿泊業、飲食サービス業

　（注）　その他は具体的な妥結額が不明の組合

　600,000 ～ 679,999円

　680,000 ～ 759,999円

　760,000 ～ 839,999円

　840,000 ～ 919,999円

　920,000 円以上

生活関連サービス、娯楽業

教育・学習支援業、医療福祉

金 融 ・ 保 険 業 ・
不 動 産 業

（注）

　280,000 ～ 359,999円

鉄 鋼 業

木 材 ・ 木 製 品 ・ 家 具

情 報 通 信 業

輸 送 用 機 械 器 具

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 業 、 郵 便 業

建 設 業

区　　　　　分

　280,000 円未満

複合サービス事業、サービス業

製
造
業

電気 機器 ・電 子部品等

ゴ ム 、 皮 革 製 品

そ の 他

非 鉄 金 属

一 般 機 械 器 具

パ ル プ ・ 紙 ・ 印 刷

調査対象
組合

妥結要求

区分

産 業 計

製 造 業 計

食 料 品 ・ た ば こ

繊 維 工 業

化 学 工 業

石 油 ・ 石 炭 製 品 等

金 属 製 品

窯 業 ・ 土 石 製 品

　520,000 ～ 599,999円

　360,000 ～ 439,999円

　440,000 ～ 519,999円

４　金額階層別妥結状況

学術研究、専門技術サービス業

卸 売 ・ 小 売 業

その他

計


